
（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

抜本的な改革の取組
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団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

新潟県 工業用水道事業 上越市工業用水道事業

本事業の水源が、地下水採取規制区域内にあることから公営での運営が前提の事業ある。また、
対象需要家が1社であり、現行体制で健全な経営状態を維持できる見通しであるため。

施設の適切な維持管理により、動力費などの経費縮減に努めるとともに、施
設の更新に必要な資金を確保するなど、健全な経営を維持する。
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地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性


